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健康日本21（第二次）最終評価の結果
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生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合は、男性では「 C 変わらない」、女性では「Ｄ 悪化してい

る」であった。

▽生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の推移

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「D 悪化している」であった。
○ 男性では、平成22年と令和元年の間で有意な増減は認められない。
○ 女性では、平成22年と令和元年との比較及び年次推移の双方とも有意に増加しており、悪化している。

（出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」）

男性
女性



健康日本21（第二次）最終評価の結果
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未成年者の飲酒をなくすは、「 B 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある」であった。

▽未成年者の飲酒の割合の推移

出典：厚生労働科学研究費による研究班の調査
平成22年調査：「未成年者の喫煙・飲酒状況に関する実態調査研究」（研

究者代表 大井田隆） 平成23年報告書
平成24年調査：「未成年者の健康課題及び生活習慣に関する実態調査研

究」（研究者代表 大井田隆） 平成25年報告書
平成26年調査：「未成年者の健康課題及び生活習慣に関する実態調査研

究」（研究者代表大井田隆） 平成27年報告書
平成29年調査：「飲酒や喫煙等の実態調査と生活習慣病予防のための減酒

の効果的な介入方法の開発に関する研究」 （研究者代表
尾崎米厚） 平成29年報告書

令和３年調査：「 飲酒、喫煙等生活習慣の実態把握及び生活習慣の改善に
向けた研究」 （研究者代表 尾崎米厚） 令和３年報告
書

【評価等（抜粋）】
○ 評価は「B 現時点で目標値に達して

いないが、改善傾向にある」であっ
た。

○ 飲酒が未成年者に及ぼす健康影響に
関する啓発の効果、酒類提供業者に
対する未成年者への酒類提供禁止の
周知徹底の効果、未成年者の飲酒に
対する認識の変化等が考えられる。

中学３年生女性中学３年生男性

高校３年生男性 高校３年生女性



健康日本21（第三次）飲酒領域の目標項目
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ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり

20歳未満の者の飲酒を
なくす（再掲）

中学生・高校生の
飲酒者の割合 2.2 %（令和３年度） 0 %

生活習慣病（ＮＣＤｓ）の
リスクを高める量を飲酒して

いる女性の減少
（生活習慣病（ＮＣＤｓ）

のリスクを高める量を飲酒し
ている者の減少の一部を再

掲）

１日当たりの純アル
コール摂取量が20ｇ以

上の女性の割合
9.1 %（令和元年度） 6.4 %

目標 指標 現状値 目標値 （令和14年度）

生活習慣病（ＮＣＤ
ｓ）のリスクを高め
る量を飲酒している

者の減少

１日当たりの純アル
コール摂取量が男性

40ｇ以上、女性20ｇ
以上の者の割合

11.8 ％（令和元年度）
10 ％

男性

14.9 ％
女性

9.1 ％

20歳未満の者の飲酒
をなくす

中学生・高校生の
飲酒者の割合 2.2 %（令和３年度） 0 %



「e-健康づくりネット」によるコンテンツの発信（１）
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解説書

支援ツール健康づくり支援担当者のための総合情報サイト

日本全国の地方自治体や企業・団体などで、健康づくりの取り組みを検
討・実施されている方々に向けて、健康づくりのポイントや参考となる事
例をそれぞれの内容にあわせたツールでご紹介しています。今後も新規
ツールの追加や、指針・ガイドライン等の改訂に伴う内容の更新を予定し
ています。
これから検討を始める方、既に実施している施策をより効率的にしたい

方など、健康づくりを実施される方に、すぐにご活用いただける情報をお
届けします。

（https://e-kennet.mhlw.go.jp/）
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生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している方を対象とした指導ツール

「e-健康づくりネット」によるコンテンツの発信（２）

支援の対象者は？

このパンフレットは、生活習慣病のリスクを高める量（ 1日あた
りの純アルコール摂取量が20ｇ［1合］以上）を飲酒している女
性の方を対象として作成しています。
主な対象者は、受診の有無にかかわらず、生活習慣病のリスクを
高める飲酒をしており、すでに健康被害がある、もしくは健康被
害の可能性があり、減酒支援が必要と判断された女性です。

支援の対象者は？

このパンフレットは、生活習慣病のリスクを高める量（1日あたり
の平均純アルコール摂取量が40ｇ[2合]以上）を飲酒している男性
を対象として作成しています。
主な対象者は、受診の有無にかかわらず、生活習慣病のリスクを
高める飲酒をしており、すでに健康被害がある、もしくは健康被
害の可能性があり、減酒支援が必要と判断された男性です。



「スマート・ライフ・プロジェクト」によるビンジドリンキングの啓発
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国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ

＜スマート・ライフ・プロジェクト＞
⚫ 「健康寿命をのばそう！」をスローガンに、国民全体が人生の最

後まで元気に健康で楽しく毎日が送れることを目標とした国民
運動。

⚫ 「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙」「健診・検診の受診」を
主なテーマとして、健康寿命の延伸を目指し、健康づくりに取り
組む企業・団体・自治体の支援を通じて、個人や企業の「健康
意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての
国民運動へ発展させることを目指しています。



特定健診・特定保健指導の概要

▶根拠法 ：高齢者の医療の確保に関する法律

▶実施主体 ：医療保険者

▶対象 ：４０歳以上７５歳未満の被保険者・被扶養者

▶内容（健診）：高血圧症、脂質異常症、糖尿病その他の内臓脂肪の蓄積に起因する

            生活習慣病に関する健康診査を実施。

▶内容（保健指導）：健診の結果、健康の保持に努める必要がある者に対して特定

                   保健指導を実施。

▶実施計画 ：医療保険者は６年ごとに特定健診等実施計画を策定

▶計画期間 ：第１期（2008～2012年度）、第２期（2013～2017年度）

 第３期（2018～2023年度）、第４期（2024～2029年度）

▶項目等 ：特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準等

8



質問項目 回答

18

改定前 お酒（日本酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度
①毎日
②時々
③ほとんど飲まない（飲めない）

改訂後
お酒（日本酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度はどのくらいですか。
（※「やめた」とは、過去に月１回以上の習慣的な飲酒歴があった者のうち、最
近１年以上酒類を摂取していない者）

①毎日
②週５～６日
③週３～４日
④週１～２日
⑤月に１～３日
⑥月に１日未満
⑦やめた
⑧飲まない（飲めない）

19

改定前
飲酒日の１日当たりの飲酒量
日本酒１合（１８０ｍｌ）の目安：ビール５００ｍｌ、焼酎（２５度（１１０ｍｌ）、
ウイスキーダブル１杯（６０ｍｌ）、ワイン２杯（２４０ｍｌ）

①１合未満
②１～２合未満
③２～３合未満
④３合以上

改訂後

飲酒日の１日当たりの飲酒量
日本酒１合（アルコール度数15度・180ml）の目安：ビール（同５度・500ml）、焼酎
（同25度・約110ml）、ワイン（同14度、約180ml）、ウイスキー（同43度・60ml）、
缶チューハイ（同５度・約500ml、同７度・約350ml）

①１合未満
②１～２合未満
③２～３合未満
④３～５合未満
⑤５合以上

第４期特定健診・特定保健指導（質問項目の見直し）

赤字：改定箇所

⚫ 曝露頻度（飲酒の頻度）と曝露量（飲酒量）による飲酒リスクの評価をより詳細にできるように修正。
⚫ 禁酒者を把握できるように、「やめた」の回答選択肢を追加。

9

見直しの考え方



【参考】飲酒に関する質問項目について

飲酒によるリスクが高い者と禁酒者数の推計

○ 2019年度の特定健診の受診者（約2,990万人）のうち、約120万人は特定保健指導終了者。

○ 特定保健指導の対象とならなかった者等（約2,870万人）について、飲酒による健康影響のリスクを推計したところ、約780万

人は現行の回答選択肢では、飲酒によるリスクの評価が困難。

○ 「ほとんど飲まない」に該当した者（約1,460万人）に含まれる禁酒者の区別が困難。

（2019年度特定健診及び国民生活基礎調査の40歳～74歳の者のデータを用いて推計）
10

男性
19 飲酒日の１日当たりの飲酒量

①１合未満
②１～２合
未満

③２～３合
未満

④３合以上

18
お酒を飲
む頻度

①毎日
リスクなし
約280万人

リスクあり
約220万人

②時々
リスクの評価が困難

約480万人

③ほとんど飲
まない（飲
めない）

リスクなし
※禁酒者(リスクあり)を含む

約590万人

女性
19 飲酒日の１日当たりの飲酒量

①１合未満
②１～２合
未満

③２～３合
未満

④３合以上

18
お酒を飲
む頻度

①毎日
リスクなし
約40万人

リスクあり
約90万人

②時々
リスクの評価が困難

約300万人

③ほとんど飲
まない（飲
めない）

リスクなし
※禁酒者(リスクあり)を含む

約870万人
10

（男性） １合未満 １～２合未満 ２～３合未満 ３～5合未満 ５合以上

毎日 生活習慣病のリスクを高める
量を飲酒している者週５～６日

週３～４日

週１～２日

月１～３日

（女性） １合未満 １～２合未満 ２～３合未満 ３～5合未満 ５合以上

毎日
生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者
週５～６日

週３～４日

週１～２日

月１～３日

（参考）飲酒に係るリスクの評価

（健康日本21（第二次）及びWHOのガイドラインで規定されている飲酒による生活習慣病等のリスク評価）

生活習慣病のリスクを高める量を

飲酒している者を正確に把握するため



目的（第1条）

・政府は、アルコール健康障害対策推進基本計画を策定しなければならない。少なくとも５年ごとに検討を加え、必要があると認めるときは、

基本計画を変更しなければならない。変更しようとするときは、アルコール健康障害対策関係者会議の意見を聴いて、案を作成し、閣議決定。

・都道府県は、都道府県アルコール健康障害対策推進計画を策定するよう努めなければならない。

アルコール健康障害対策推進基本計画（第12条、第14条）

教育の振興等／不適切な飲酒の誘引の防止／健康診断及び保健指導／医療の充実等／飲酒運転等をした者に対する指導等／相談支援
等／社会復帰の支援／民間団体の活動に対する支援／人材の確保等／調査研究の推進等

基本的施策（第15条～第24条）

アルコール関連問題

アルコール健康障害 及び これに関連して生じる飲酒運転、
暴力、虐待、自殺等の問題

アルコール健康障害
アルコール依存症その他の多量の飲酒、未成年者の飲酒、妊婦の飲酒
等の不適切な飲酒の影響による心身の健康障害

定義（第2条、第５条）

○基本計画（第１期：平成28年度～令和2年度）【平成28年5月策定】 ※その後、内閣府から厚生労働省へ事務移管（平成29年4月）

○基本計画（第2期：令和3年度～令和7年度） 【令和3年3月策定】

・厚生労働省のアルコール健康障害対策関係者会議において、計画（案）を検討（令和元年10月～令和2年12月）

国・地方公共団体・国民・医師等の責務とともに、事業者の責務として、アルコール健康障害の発生、進行及び再発の防止に配慮する努力義務

責務（第４条～第９条）
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酒類が国民の生活に豊かさと潤いを与えるものであるとともに、酒類に関する伝統と文化が国民の生活に深く浸透している一方で、不適切な
飲酒はアルコール健康障害の原因となり、アルコール健康障害は、本人の健康の問題であるのみならず、その家族への深刻な影響や重大
な社会問題を生じさせる危険性が高いことに鑑み、基本理念を定め、及びアルコール健康障害対策の基本となる事項を定めること等により、
アルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進して、国民の健康を保護し、安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを
目的とする。

アルコール健康障害対策基本法（概要）
（平成 2 5年法律第 1 0 9号） 平成 2 6年６月１日施行
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第15条 教育の振興等 学校や職場でのアルコール関連問題に関する知識の普及

第16条 不適切な飲酒の誘因の防止 酒類の表示や広告について、事業者の取り組みを尊重しつつ、
                                                    不適切な飲酒の誘因を防ぐ

第17条 健康診断及び保健指導 健康診断及び保健指導において、アルコール健康障害の発見及び
                                              飲酒についての指導

第18条 アルコール健康障害に係る医療の充実等
・アルコール健康障害の進行を防止するための節酒又は断酒の指導
・アルコール依存症の専門的な治療及びリハビリテーションの充実
・専門医療機関とその他の医療機関との連携の確保

第19条 飲酒運転等をした者に対する指導等 飲酒運転、暴力行為、虐待、自殺未遂等をした者に
                                                                対する支援等

第20条 相談支援等 アルコール健康障害を有する者及びその家族への相談支援

第21条 社会復帰の支援 アルコール依存症にかかった者の社会復帰の支援等

第22条 民間団体の活動に対する支援 民間の団体が行う活動を支援

第23条 人材の確保等 医療、保健、福祉、教育や矯正の分野での人材の育成

第24条 調査研究の推進等 アルコール健康障害、関連問題に関する調査研究

アルコール健康障害対策基本法に示された基本的政策



アルコール健康障害対策推進基本計画【第２期（令和３年度～令和 7年度）】

○アルコール健康障害の発生・進行・再発の各段階での防止対策を適切に実施

○アルコール健康障害の本人・家族が日常生活・社会生活を円滑に営むことを支援

○関連して生ずる飲酒運転、暴力、虐待、自殺等に係る施策との有機的な連携

１．基本理念

○飲酒に伴うリスクの知識の普及

○不適切飲酒を防止する社会づくり

○本人・家族がより円滑に支援に結びつくように、
 切れ目のない支援体制（相談⇒治療⇒回復支援）の整備

①生活習慣病リスクを高める量（※）の飲酒者の減少

※純アルコール摂取量/日 男性40ｇ、女性20g以上

②20歳未満の者・妊娠中の者の飲酒をなくす

③関係機関の連携のため、都道府県等で連携会議の設置・定期開催
④アルコール依存症への正しい知識を持つ者の割合の継続的向上

⑤アルコール健康障害事例の継続的な減少

○問題飲酒者の割合

○一時多量飲酒者の割合

○アルコール依存症が疑われる者数〔推計〕と受診者数の乖離
（いわゆる治療ギャップ）

重
点
課
題

重
点
目
標

関
連

指
標

基本計画【第１期】の目標 基本計画【第１期】の目標
・全都道府県に相談拠点・専門医療機関を整備（概ね達成見込み）

継続
改定

２．重点課題

アルコール健康障害の発生予防 進行予防 再発予防

令和3年３月26日閣議決定

３．基本的施策

①教育の振興等 ⑥相談支援等

②不適切な飲酒の誘因の防止 ⑦社会復帰の支援

③健康診断及び保健指導 ⑧民間団体の活動に対する支援

④アルコール健康障害に係る医療の充実等 ⑨人材の確保等

⑤アルコール健康障害に関連して飲酒運転をした者に対する指導等 ⑩調査研究の推進等
13



飲酒ガイドライン作成検討会

１ .趣旨

14

アルコール健康障害対策基本法（平成25年法律第109号）第12条第１項に基づき、アルコール健康障害対策の総合的かつ

計画的な推進を図るために策定されたアルコール健康障害対策推進基本計画の第２期計画（令和３年度～令和７年度）で

は、基本的施策として、飲酒に伴うリスクに関する知識の普及の推進を図るため、国民のそれぞれの状況に応じた適切な飲酒量・飲

酒行動の判断に資する「飲酒ガイドライン」を作成することとされている。

これを受け、必要な専門的知見に基づき当該ガイドラインを作成するため、学識経験者・実務者の参集を得て検討を行う。

２ .検討事項

• 飲酒ガイドライン案の作成

３ .構成

構成員 所属

１ 秋山 美紀 慶應義塾大学環境情報学部教授

２ 池原 賢代 大阪大学大学院医学系研究科特任准教授

３ 小原 圭司 島根県立心と体の相談センター所長

４ 久野 遙加 筑波大学医学医療系 地域総合診療医学助教

５ 斎藤 トシ子 新潟医療福祉大学名誉教授

６ 鈴木 眞理 跡見学園女子大学特任教授

７ 高見 太郎 山口大学大学院医学系研究科教授

８ 平井 啓 大阪大学大学院人間科学研究科准教授

９ 松下 幸生○ 独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター院長

10 森 千鶴 東京医療学院大学看護学科長

４ .期間

令和４年10月31日： 第１回

令和４年11月28日： 第２回

令和４年12月19日： 第３回

令和５年７月５日 ： 第４回

令和５年11月22日： 第５回

令和６年2月19日 ： 公表

（敬称略・五十音順、○：座長）



「健康に配慮した飲酒に関するガイドライン」を公表
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○ 厚生労働省では、飲酒に伴うリスクに関する知
識の普及の推進を図るため、国民それぞれの状
況に応じた適切な飲酒量・飲酒行動の判断に資
する「健康に配慮した飲酒に関するガイドライ
ン」を作成しました。

○ お酒は、その伝統と文化が国民の生活に深く浸
透している一方で、不適切な飲酒は健康障害等
につながります。

○ 本ガイドラインは、アルコール健康障害の発生
を防止するため、国民一人ひとりがアルコール
に関連する問題への関心と理解を深め、自らの
予防に必要な注意を払って不適切な飲酒を減ら
すために活用されることを目的としています。

【お酒に含まれる純アルコール量の算出式】

摂取量(ml) × アルコール濃度(度数/100)× 0.8(アルコールの比重)

例 : ビール500ml（5％）の場合の純アルコール量
500(ml) × 0.05 × 0.8 = 20(g)

健康に配慮した飲酒に関するガイドラインについて｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38541.html）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38541.html
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